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はじめに 「中小企業等経営強化法」について 

 平成 28 年７月１日に施行された中小企業等経営強化法は、労働力人口の減少、企業間の国

際的な競争の活発化等の経済社会情勢の変化に対応し、中小企業・小規模事業者・中堅企業

の経営強化を図るため、事業所管大臣が事業分野ごとに指針を策定するとともに、当該取組

を支援するための措置等を講じるものです。 

 この支援を受けるには、各事業者は、事業分野ごとに指針策定された内容に基づき、自社

の経営力を向上するために実施する計画を策定し、主務大臣（経済産業大臣の場合、所管の

経済産業局）に申請します。そして大臣から認定を受けた場合、認定計画に基づき取得した

一定の機械及び装置は３年間、固定資産税の課税標準が軽減され、その他、様々な金融支援

などが受けられるようになりました。 

 固定資産税の特例については、これまで機械装置に限定されていましたが、平成 29 年度税

制改正において、サービス業を中心とする中小企業の一層の生産性向上を図る観点から、対

象設備の種類を器具備品、工具、建物附属設備等に拡充することとなりました。（（30 年度末

まで）。その後、令和 02 年度（2020 年度）末までの制度延長となりました。）同時に、法人税・

所得税に係る措置として、「中小企業経営強化税制」が創設され、従来の工業会等による証明

書に加え、投資計画について経済産業局の確認を受けた上で経営力向上計画の認定を受けた

設備についても対象になります。また、設備の種類が増えることに伴い、経営力向上計画に

おける経営力向上設備等に関する記載事項も変わることになります。 

 なお、平成 26 年２月から創設された生産性向上設備投資減税は平成 29 年３月 31 日をもっ

て廃止され、中小企業投資促進税制の上乗せ措置は、「中小企業経営強化税制」に改組されま

した。 

 

中小企業等経営強化法申請の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここでは経営力向上設備等に係る要件を満たす設備に関する証明書発行の手続きを紹介し

ます。中小企業等経営強化法の申請方法等は中小企業庁ホームページからご覧下さい。
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新たな機械装置の投資に係る税制支援の概要 

 本法の計画申請を行う事業者が、新たに機械及び装置「表面処理（電着塗装を含む）装置

及び付帯設備及び「排気装置及び造排水処理設備 等」（塗装を除く）」及び器具及び備品「分

析装置、加熱冷却装置、ろ過装置、ポンプ、や測定機器など」を取得し、当該設備が一定の

要件を満たせば、証明書を発行します。 

 事業者は、本証明書を添付して経済産業大臣（経済産業局）に計画申請し、その計画が認

定されれば、計画認定された（証明書が添付されたもの）設備投資については、即時償却ま

たは税額控除 10％（資本金 3,000 万円以下の法人または個人事業主／資本金 3,000 万円以上

の場合は７％）、固定資産税が３年間、半分に軽減されます。 

 

１．機械及び装置 

 

 

 

 

・表面処理装置 

 「電気めっき装置、無電解めっき装置、アルマイト加工装置、電着塗装装置 等 

  ただし一般塗装は含まない。」 

・表面処理装置の付帯設備 

 「排気設備、造水設備、排水処理設備 等」 

 

２．器具及び備品 

・表面処理加工で使用する器具及び備品 

 「加熱冷却器、整流器、電源装置、制御盤、ろ過器、ポンプ、分析機器、測定機器 等」 

✔ 対象となる中小企業等 

○資本金もしくは出資金が１億円以下の中小企業 

○資本金等を有しない法人のうち、従業員数 1,000 人以下の法人や個人事業主等 

✔ 対象となる設備要件 

○機械及び装置の取得価額は単品 160 万円以上で販売開始時期は 10 年以内です 

○器具及び備品の取得価額は単品 30 万円以上で販売開始時期は６年以内です 

 ※モデル比で生産性（単位時間当たりの生産量、精度、エネルギー効率等）が 

年平均１％以上向上し、平成 30 年度末までに取得したものが対象となります。 

 ※なお、生産等設備を構成するものであること、中古・貸付資産でないことが 

要件となります。 

✔ 本証明書は、原則、経済産業大臣に「中小企業等経営強化法」の計画申請を行う前に必要

です。計画内容に新規設備投資を予定している事業者は、申請前に本証明書の発行を依頼し、

入手する必要があります。 

✔ そして大臣に計画を申請する際には、本証明書など経営力向上設備等の要件を満たすこと

を示す書類（写し）が必要となります。 

✔ 認定後、税務署及び市町村に申告する際には、納税書類とともに、本証明書の写し、計画

認定書の写し、計画申請書の写しの添付が必要となります。原本は事業者で保管して下さい。

16 金属製品製造業用設備（機械及び装置の耐用年数表から抜粋） 

（その他のめっき又はアルマイト加工設備、金属製家具若しくは建具又は建築金

物製造設備（めっき又はアルマイト加工設備）、プレス、釘抜き、しぼり出しそ

の他の金属加工品製造業用設備（めっき又はアルマイト加工設備）） 
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対象設備及び証明書発行の流れ 

１．機械装置 （表面処理装置、付属設備、排気設備、造排水設備等） 

 対象となる「表面処理設備」は次のとおりです。 

 

めっき設備（電気めっき設備の場合） 

〔要件〕販売開始 10 年以内のもの 

○160 万円以上であること 

○旧モデル比より生産性が年１％以上向上していること 
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上記のライン設備一式及び各工程の装置等と環境保全設備等 

（排気・排水処理設備 等。） 

 

２．器具及び備品 

 対象は「加熱冷却機器、ろ過器、分析機器、ポンプ、付属機器、測定機器 等」 

 

３．証明書発行のイメージは次の通りです。 

 

 

      ①証明書発行依頼             ⑤証明書送付 

 

 

      ②証明書、チェックリスト ③精査     ④証明書    ⑥実績等 

      仕様書等を機材工に提出  （要件等確認）  発行送付     事後確認 

 

 

 

（前処理） 

・電解洗浄 

・浸漬脱脂 

・酸  洗 

・電解脱脂 

・酸活性化 

（めっき工程） 

・銅 ・ニッケル ・クロム 

・亜鉛 ・工業用クロム 

・金 ・銀 ・錫 ・半田 

・各種合金 

・無電解ニッケル 等 

（後処理） 

・中和 

・クロメート処理 

（化成皮膜） 

・変色防止 

・乾燥 等 

 

※上記設備にろ過器、整流器、電源装置、制御盤、造水設備、配管、ポンプ等の 

付帯設備を含む。 

めっき事業所等（当該設備導入事業所）※大臣への計画申請前 

設備メーカー等（施工業者） 

（証明書発行工業会等） （一社）日本表面処理機材工業会 

（排水処理設備） 

・中和 ・反応 

・凝集 ・沈殿 

・濃縮 ・ろ過 

     等 

 

 



- 4 - 

 

 

 

 証明書を発行するには、当該設備を製造した設備メーカーが提出してください。 

 様式は電子メールでお問い合わせいただくか、（一社）日本表面処理機材工業会の 

ホームベージからダウンロードできます。（URL http://kizaikou.or.jp） 

 指定様式と提出する添付書類等は次の３つです。 

✔ 証明書（様式１（ワード）） 

✔ チェックリスト（様式２（エクセル）） 

✔ 添付書類（必ずご確認をお願い申し上げます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○様式１に社印または代表者印を押印してご提出をお願いします。（手書不可）。 

○提出する際、様式１と２のほか、生産性の比較の裏付けとなる書類 

（新旧設備の図面、仕様書等）、比較指標とその根拠となった指標の説明資料等を添付下さい。 

○特に、様式２に記した比較指標と 10 頁の「比較指標の参考例」の数値は、必ず整合するよ 

うお願い申し上げます。

☛ 証明書とチェックリストに添付する書類 

①当該設備の図面と仕様書 

②生産性を比較する積算、指標など根拠となるもの（必ず新旧設備の指標比較表

を添付下さい（様式は自由ですが 10 頁のイメージ表でご提出下さい）） 

③比較元となる旧モデルの図面と仕様書 

※比較すべき旧モデルが全くないめっき装置を取得した場合について 

 基本的には比較指標に基づき証明書を発行するため、申請される設備メーカー

等は類似機能・性能を有する設備の図面、仕様書等を用意していただき、生産性

向上要件につきましては、できる限り、当該設備との比較を行うようお願い申し

上げます。 

 この点につきましては、機材工までご相談ください。 

☛ 注意事項 

①中古機械は対象外です。 

②申請者は原則、設備メーカーですが、商社や代理店等で正確な申請が可能であ

れば受付可能です。 

③また、計画申請者が自ら製作した機械装置等も可能となります。 

④生産性の要件 

 単位時間あたりの生産量、精度、エネルギー効率等（一代前のモデルと比較。

現在使用しているモデルとの比較ではない）となります。 

⑤リースの場合は、リース見積書とリース事業協会が確認した固定資産税軽減計

算書もあわせて提出して下さい。 

⑥オペレーティングリース、資本的支出は対象外となります。 

（発行手続きのポイント１）提出する証明書の様式と添付資料について 
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様式１－証明書（ワード／「機械及び装置」・「器具及び備品」共通） 

本紙コピー

による利用

は不可です 



- 6 - 

様式２－チェックシート（エクセル） 

 

 

本紙コピー

による利用

は不可です 
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（様式１）機械及び装置の記載例 

 

（発行手続きのポイント２）証明書の記載方法について 

めっきライン及び付帯機

器名をご記入下さい 

本社、工場、事業所名を記

載下さい 

社印 

代表社印 

① ソフトウェア以外の場合にチェック

を入れて下さい。 
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（様式１）器具及び備品の記載例 

 

器具、備品名

をご記入下さ

い 

本社、工場、

事業所名を記

載下さい 

社印 

代表社印 

② ソフトウェア以外の場合にチェック

を入れて下さい。 
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（様式２）「チェックリスト」の記載例と比較指標の記載・参考例 
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☛ 申請される方は、生産効率、精度、エネルギー効率等の指標をご検討の上、 

「旧モデル」と比較して「年平均１％以上」を達成できるか、そして間接的に証明 

できる根拠となる比較指標などの資料、図面と仕様書等を添付して申請下さい。 

☛ 下表は生産効率とエネルギー効率を旧モデルと比較した例です。これを参考に、 

設備メーカー等は比較表を作成し、機材工にご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発行手続きのポイント３）比較指標の記載・参考例について 

 

【特徴】めっきラインの○○部を△△の導入によって整流器の電圧を下げたため、消費電力が削減された

台数 消費電気量[Kw] 台数 消費電気量[Kw]

脱脂 8V 4000A 1 3.20

脱脂 6.5V 4000A 1 2.60

○ライン 8V 4000A 6 19.20

○ライン 6.5V 4000A 6 15.60

△ライン 8V 4000A 5 16.00

△ライン 6.5V 4000A 5 13.00

12 38.40 ① 12 31.20 ②

名称 電気量

制御盤・付帯盤 20.00 ③

スクラバー 20.00 ④

(①＋③＋④) 78.4 ⑤

(②＋③＋④) 71.2 ⑥ 4.59%

旧式モデルから
新式モデルまでの年数

2 ⑦

ライン全体での電気量

旧式モデルによるライン電気量合計値[kw]

旧式モデル　2012年度販売

旧式から導入した装置の省エネルギー効果比較（整流器）　　＜比較指標：エネルギー効率【消費電気量換算】＞

一年あたりの電気量削減率（生産性向上率）

　 （⑤－⑥）÷⑤÷⑦新式モデルによるライン電気量合計値[kw]

当該モデル　2014年度整流器

比較工程
〈亜鉛－鉄〉 電圧 電流

備考
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証明書発行等についてご不明な点がございましたら下記までお問い合わせ下さい 

 

平成３０（２０１８）年 ０６月 ( 改 01 2019 年（令和元年）06 月 ) 

発行者 （一社）日本表面処理機材工業会 

    〒１０３－００２５ 東京都中央区日本橋茅場町 ２-１３-８ 

    電 話  ０３－３６６５－０９８１ 

    ＦＡＸ  ０３－３６６５－０９８３ 

    メール  info01@kizaikou.or.jp 

    ＵＲＬ  http://kizaikou.or.jp 

本手引書は、制度の情報提供と利用方法を目的に作成したものです。 
制度の利用にあたっては、公認会計士・税理士先生とご相談下さい。 

 


